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研究成果の概要（和文）：本研究は，大学ガバナンスが高等教育における重要課題の一つであることに鑑み，特
に最近の関連政策が執行部権限の強化や学長等のリーダーシップ拡大を主たる内容とすることの問題点を探るも
のである。各種文献調査，訪問調査，アンケート調査等によって当該研究課題に取り組んだ。その結果，諸外国
と比べて，日本の大学ガバナンスに関する制度は，執行部（特に学長）に権限が集中し，特に学長一人に意思決
定が委ねられていることが明らかとなった。多くの国では，最高意思決定機関は理事会等の合議機関であり，一
人の幹部に委ねられるものではない。そのような日本の大学のガバナンス制度から生じる課題があることが示唆
された。

研究成果の概要（英文）：This research, in view of the fact that university governance is one of the 
important issues in higher education, explores the problems related with the recent policies 
concerning university governance, which focus on strengthening executive authority and expanding 
leadership of the president. We tackled the research subject through various literature surveys, 
visiting surveys, questionnaire surveys, etc. As a result, it has become clear that in Japan's 
university governance system, the authority is concentrated in the executive office (especially the 
president), and that the decision-making is entrusted to the president in particular. In many 
countries, the highest decision-making body is a collegial body such as a board of directors, not a 
single executive. It has been suggested that, in Japan, there are issues that arise from such 
university governance system.

研究分野： 高等教育研究

キーワード： 大学ガバナンス　大学執行部　合議組織　教授会　分担統治　リーダーシップ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の大学ガバナンス制度は，上述のように執行部に権限を集中する形で改革が進められ，その間，評議会や教
授会等の合議組織の権限縮小が図られてきた。この改革は，特に国立大学で顕著である。国際比較の観点から見
て，このような制度は日本独特のもので，背景として，大学改革（特に国立のそれ）は，独立行政法人制度整備
等の行政改革と相俟って進めら，大学組織の特徴を十分に考慮しなかったことがある。本研究では，そのような
日本の特徴を浮き彫りにし，その問題点を明らかにしたことに意義が認められる。また，得られた知見は，今後
の大学ガバナンス改革の在り方に示唆をもたらすものと思料される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 大学ガバナンス（管理運営）は戦後数十年にわたって中央教育審議会答申等において議論され
ており，漸次改革が実行されてきた。国立大学の法人化（2004 年）に見られるように，その改
革は学長を中心とする執行部の権限強化を主たる内容とし，殊更強調されていたのは学長のリ
ーダーシップであった。2014 年には大学ガバナンス改革法が制定（翌年施行）され，当該方向
の改革が一層強化された。 
しかしながら日本では，大学ガバナンス改革は長きにわたって行われているが，十分な成果を

挙げているとは言い難い（羽田, 2014）。その改革の内容は，海外（特にアングロ＝サクソン諸
国）で蓄積された関連先行研究（Birnbaum, 2004；Tierney, 2008）が考慮されていなかったり，
それら研究の指摘に反したりすることが少なくない。例えばリーダーシップに関しては，一人に
収斂されるものではなく学内に普遍的に存在することが不可欠と言われ（Bess, 2006；Kezar, 
2004），そうしたリーダーシップの普遍性の必要性は経営学や組織論一般でも指摘されている
（Schein, 2010）。そして，最近の国内における大学ガバナンスに関する理論的・実証的研究（例
えば，羽田（2019），広島大学高等教育研究開発センターの研究グループの 2016 年日本高等教
育研究学会自由研究報告など）からも，かかる改革の在り方への疑問が呈されている。 
 
２．研究の目的 
 

2014 年に大学ガバナンス改革法が制定（翌年施行）されるなど，昨今，大学ガバナンスが高
等教育における重要課題の一つとなっている。これまでの改革は執行部の権限強化を主たる内
容とし，その中で殊更強調されたのは学長のリーダーシップである。ガバナンス改革は戦後数十
年にわたって実行されてきたものの，当該改革は十分な成果を挙げているとは言い難い。その原
因の一つは改革の在り方自体に問題があると考えられ，実際，その在り方は大学ガバナンス・リ
ーダーシップに関する先行研究の成果に多分に反するところがあることは否めない。本研究は，
大学においては一人ではなく普遍的かつ多様なリーダーシップが求められるとの前提の下，国
際比較を通じて大学ガバナンスとリーダーシップの在り方を検討し，今後の我が国の大学改革
に示唆を得ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
 調査は，文献等の購読，訪問調査，アンケート調査によって行った。 
 文献等の購読においては，和文献としては，大学ガバナンス，リーダーシップ，管理運営，マ
ネジメント等についての文献，関連する領域として組織論，経営学に関する文献も含めて収集し，
講読した。国外の文献としては，和文献同様の文献を収集・講読したほか，大学間団体や専門職
団体の発行物も対象とした。また，先行して行われた大学運営関連の調査結果も収集・読解し，
これまでの知見を整理した。これらに加えて，国外の最新の動向を把握するため，主としてネッ
トで報道されている高等教育専門雑誌等も参照した。これは，意思決定に関与する者へのインタ
ビューを多く含み，把握することが難しい意思決定過程の把握に有効であるとともに，訪問調査
の基礎的な予備的資料を得るのに有効であった。なお，国外の文献等は，英語，仏語，西語の出
版物を対象とし，必要に応じて他の言語の文献等にあたった。 
 訪問調査は，フランスと英国の大学を訪問した。調査に際しては，意思決定に関与する者には
構造インタビューを行い，対象者の了解を得て録音した。その内容は，法令上の意思決定権の所
在，意思決定に至るまでの過程，学内での合意形成へ向けた働きかけ，関係者（教職員や学生）
の意思決定への参画の態様，リーダーシップの在り方（集中か分散か，指示型か支持型かなど）
などである。訪問調査は，2017 年度と 2018 年度に実施し，2019 年度にも予定していたが，当該
年度は Covid-19 の影響で実施を見送って予算を繰り越したものの，2020 年度もその実施が叶わ
なかった。 
 アンケート調査は，組織文化に関する諸理論，取引費用に関する理論等を援用しつつ，大学の
組織文化，経営の在り方，パフォーマンスの相関を図り，現在の大学ガバナンスに関する問題を
実証的に探った。データは質問紙の回答で得られたものを市販等の大学データと組み合わせた
ものを用いた。 
 これらを通じて，意思決定にかかる権限の集中性・分散性，リーダーシップの所在，意思決定
過程や参画の在り方，執行部に対する県制機能の有無，集権的なガバナンスから生じる課題につ
いて検討を行った。 
 
４．研究成果 
 
意思決定にかかる権限の集中性・分散性については，先行研究等から，諸外国と比べて，日本



の大学ガバナンスに関する制度は，執行部（特に学長）に権限が集中し，特に学長一人に意思決
定が委ねられていることが明らかとなった。多くの国では，最高意思決定機関は理事会等の合議
機関であり，一人の幹部に委ねられるのではない。例えば，日本の国立大学では，最終意思決定
権は学長にあるが，フランスでは合議機関である管理運営評議会（conseil d’administration）
が最終意思決定を行う。当該組織では議長は学長であるので，他の構成員を説得するといったリ
ーダーシップが必要となる。また，他の執行部構成員（幹部や合議組織の委員等）の選出につい
ては，日本の国立大学では学長の裁量が極めて大きく，最終意思決定者であることと相俟って，
学長による上位下達的なマンジメントを可能とする制度となっている。上位下達的なマネジメ
ントの在り方は日本の一部では米国流とする見方が存在するが，米国の大学では理事会が最終
意思決定者であり，学長はそこから権限を委ねられるに過ぎず，執行について報告義務を有する。
また，多様ではあるものの分担統治（shared governance）の観点から，学内構成員の意思決定
への参画が図られている（Tierney & Minor, 2003）。そして，大学運営に参画しているという構
成員（教員）の認識は上昇している（Kaplan, 2004）。 
リーダーシップの在り方につては，日本では，国立大学を中心として上位下達的なリーダーシ

ップが求められるのに対して，諸外国では多様である。Sternberg（2013）は，大学における管
理者のリーダーシップを，1）権威主義（authoritarian），2）教授団に基礎を置く権力（faculty-
based authoritative），3）自由放任主義（laissez-faire），4）管理に基づいた権力
（administratively-based authoritative）の 4つに区分し，自己の組織に適切なリーダーシッ
プの在り方を採用し，必要に応じて使い分けることを推奨する。訪問調査では，リーダーシップ
の在り方について尋ねたが，それぞれの大学が置かれた環境に適応するリーダーシップが模索
されている様子が窺えた。日本において，上位下達型のリーダーシップが追求され，しばしば学
内において思考停止になっているとも言われることとの差異が認められる。これは，学内構成員
の意思決定への参画が阻害され，その結果，必要な情報が執行部に入らず，現場の必要性に対応
した意思決定がなされていないことから生じる弊害である可能性を示唆する。 
日本における上記のようなガバナンスにかかる問題を量的に探ったのがアンケート調査であ

る。アンケート調査では，国公私立大学を対象として，組織文化（リーダーシップの在り方等）
を尋ね，組織パフォーマンスを DEA（崩落分析法）を用いて測定し，取引費用に着目しつつ分析
した。その結果，大学組織のパラダイムに適応したリーダーシップの在り方等が求められること
が，環境適応には不可欠であることが明らかとなった（前田, 2020）。 
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